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平成1 8 年６月2 1 日
新行政推進室・財政課

「長崎県行政システム改革大綱」の取り組み実績【概要】

１．概要

平成1 3 年2 月に策定した「長崎県行政システム改革大綱」に基
づき、平成1 3 年度から平成1 7 年度までの５年間 「県民の視点に、

」 、立った成果・協働重視の新たな行政システムづくり を基本理念に
次の５つの基本方針に基づき様々な改革に取り組んできた。

1 )開かれた県政を推進するシステムづくり
2 )評価制度の確立による成果重視のシステムづくり
3 )柔軟で機動性の高いシステムづくり
4 )分権型社会に対応した新たな協働システムづくり
5 )県民の期待に応えられる職員を育成・活用するシステムづくり

２．取り組みについて

(1 ) 取り組みのポイント
取り組みにあたっては、職員数の削減や組織の統廃合だけにとど

まらず、政策評価制度や電子県庁などの新しい手法や仕組みを取り
、 「 」入れながら 時代の変化に即応できる 新たな行政システムづくり

を目標とした。

(2 ) 取り組み状況
大綱に掲げる１４４の具体的項目のうち、約９割にあたる１２９

項目について当初の計画目標を概ね達成し、残る１５項目が一部達
成又は未達成となっている。

一部達成や未達成の項目は、今後も達成に向け引き続き取り組ん
※資料1 「長崎県行政システム改革大綱の取り組み実績(別紙)」を参照でいく。
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(3 ) 主な取り組み
「新たな行政システムづくり」の実現に向け、新しい手法や仕組み
を導入すると共に、行政のスリム化やコスト縮減にも積極的に取り
組んだ。

1 )新しい手法や仕組みの導入

（県民本位の質の高い成果重視の行政の推進）・政策評価制度
（県民の意見を政策へ反映）・パブリック・コメント制度
（電子県庁の推進）・各種申請手続きの電子化など

（見直し計画の策定）・県出資団体の見直し
（ ）・プロジェクトチームの制度化 横断的かつ重要課題への対応
（権限移譲推進計画の策定）・市町村への権限移譲の推進

・能力や実績等を重視した新たな人事評価制度

2 )行政のスリム化やコスト縮減への取り組み

・県立大学の独立行政法人化
・病院事業への地方公営企業法の全部適用および成人病センター
多良見病院の経営委譲

・県立特別養護老人ホーム「眉山」など県立福祉施設の民間移譲
・公共工事のコスト縮減
・知事部局における職員数の削減

3 0 0 名削減目標（約6％）にかかる分：3 0 1 名

市町村合併に伴う福祉事務所見直し分：1 4 1 名 計4 4 2 名

(4 ) 取り組みの効果
行政システム改革大綱に基づき、行政のスリム化やコスト縮減な

どに取り組んだ結果、５年間で約４２６億円の見直しを行った。

・職員数の削減 （約３８億円）
・事務事業の見直し （約７０億円）
・公共事業の見直し（約２９７億円） など

※資料１「長崎県行政システム改革大綱の取り組み実績」Ｐ3～4 を参照
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この効果額は、厳しい財政状況の中、少子化対策や安全・安心の
確保など、新たな行政課題や長期総合計画に掲げる重点プロジェク
トなどに対応するための財源となっている。

(5 ) その他の取り組み
大綱の推進期間である平成1 3 年度から平成1 7 年度までの５年間

において、当初想定していなかった県政を取り巻く環境の変化など
に対応するため、大綱に掲げる項目以外にも、次のような改革に積
極的に取り組んだ。

・電算システム開発・運用の改革（ながさきＩＴモデルの活用等）
・入札契約制度の改善
・給与制度の更なる見直し

※資料１「長崎県行政システム改革大綱の取り組み実績」Ｐ4～5 を参照

３．今後の取り組み

行政システム改革大綱に基づく５年間の取り組みとしては一定の
成果が得られたが、達成していない項目や引き続き取り組みを進め
ていく必要がある項目もある。

また、財政状況をはじめ本県を取り巻く状況は厳しさを増してお
り、改革の歩みを止めることはできないことから、本年２月に新た
な「長崎県行財政改革プラン」を策定したところであり、今後５年
間、さらなる改革に向け全庁一丸となって取り組んでいく。
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資料 １

「長崎県行政システム改革大綱」の取り組み実績

１．取り組みの状況

○推進期間：平成１３年度～１７年度

○達成状況：大綱に掲げる１４４項目のうち、約９割について当初の
計画目標を達成

達成 １２９項目（8 9 .6 ％）

一部達成及び未達成 １５項目（1 0 .4 ％）

○一部達成及び未達成の項目
・未利用地の有効活用、未売却地の売却促進
・未収金の回収促進
・各種公共事業関係地方機関の再編統合
・組織のフラット化の検討
・成績主義の導入 など別紙のとおり。

※これらの項目は、1 8 年度からの「長崎県行財政改革プラン」
において引き続き取り組む。



- 2 -

２．取り組みによる効果

約４２６億円○行政システム改革大綱に基づく見直し効果額：

・経費節減および予算の重点化・事業の早期進捗を実現

【効果額の内訳】

取り組み項目 効果額

1 )職員数の見直し 約３８億円

2 )事務事業の見直し

・県単独補助金の見直し 約２６億円

・使用料・手数料の見直し 約 ６億円

・その他の見直し 約３８億円

3 )公共事業の見直し

・公共事業の再評価 約２５５億円

・公共工事のコスト縮減 約４２億円

4 )公営企業の経営健全化

・交通事業 約 ８億円

・病院事業 約 ７億円

5 )組織・機構の見直し 約 ４億円

6 )上記以外の見直し 約 ７億円

合計 約４２６億円

※項目間の重複（約５億円）があるため、1 )～6 )の計と
合計欄は一致しない。
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３．前の行革（H8～H12）における効果額との比較

◇取り組み内容ごとの比較

１．共通項目

(H13)取り組み項目 今回 前回

○職員数の見直し 約３８億円 約 ９億円

○事務事業の見直し

・県単独補助金の見直し 約２６億円 約 ８億円

・使用料・手数料の見直し 約 ６億円 約 ６億円

・その他の見直し 約３８億円 約３６億円

約１０８億円 約５９億円小計1 )

２．各行革大綱における個別項目
、 。【 、 】※項目間の重複のため 各項目の計と小計�は一致しない 今回：約５億円 前回：約1 0 億円

(H13)取り組み項目 今回 前回

○組織・機構の見直し 約 ４億円 約 ８億円

○公共事業の見直し

※前回は対象外・公共事業の再評価 約２５５億円

・公共工事のコスト縮減 約４２億円 約１３３億円

※前回は対象外○公営企業の経営健全化（交通・病院） 約１５億円

○上記以外の見直し 約 ７億円 約 ２億円

●貸付金の見直し ※注 約１１８億円

約３１８億円 約２５１億円小計2 )

約４２６億円 約３１０億円合計 1)＋2)

※注 貸付金の見直しは、今回は効果額に算入しない。

【参考：効果額を算入した場合】
約４２６億円＋貸付金の見直し（約１２６億円）＝ 約５５２億円
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４．行革期間中(H13～H17）におけるその他の取り組み

○行政システム改革大綱に掲載する項目以外にも、県政全般におい
て一層の改革を推進

【主な取り組み】

電算システム開発・運用の改革●

・電子県庁の構築コスト縮減

◇ながさきＩＴモデル
インターネット上から誰でも利用できるプログラムを活用し、特
定のメーカーに依存しない詳細な仕様書を県自身で用意し、シス
テムを適正規模に分割して発注

→地元ＩＴ企業の直接受注の機会を拡大すると共に、開発コスト
を大幅に削減 【約３６億円→約１８億円へ半減】

◇大型電算機等の見直し
・庁内パソコンリース内容の見直し(H 1 3 ～)
【約４億円を積算ベースで節減】

・大型電算機を２台から１台に減（H 1 5 ～）
【年間約２億円の経費節減】

・大型電算機の廃止（H 2 4 年度末）
特定のメーカーの機器や技術に依存しないオープンなシステム
への全面的移行により廃止
【年間約７億円の運用コストを最終的には約３億円に圧縮】
（大型電算機の戦略的見直し方針）
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●入札契約制度の改善

透明性・公正性を高め、適正な競争を促進
・入札契約情報の公表(H 1 3 .4 ～)
・入札監視委員会の設置(H 1 3 .5 )
・制限付き一般競争入札の拡大(H 1 5 .7 ～)
◇工事落札率 9 6 .6 % (H 1 2 )→9 1 .0 % (H 1 6 )
【落札差金による効果：約３８２億円】

・県内企業優先発注を基準化(H 1 5 .7 ～)
◇県内企業への発注率

件数 9 1 .4 % (H 1 2 )→9 4 .5 % (H 1 6 )

【契約額の推移】
金額 7 9 .4 % (H 1 2 )→8 9 .6 % (H 1 6 )

※H 1 6 ： 全体4 8 9 億円のうち4 3 8 億円(8 9 .6 % )

●給与制度の見直し

◇離島特別昇給制度の見直し(H 1 3 .4 )
基本的に離島勤務の間だけの昇給効果へ見直し
【制度完成後(H 2 2 年度) 年間約７億円の経費節減】
（H 1 7 年度時点で約1 .5 億円の節減）

◇退職手当の見直し
・支給率の見直し(H 1 6 .1 およびH 1 7 .1 )
最高6 2 .7 月分→5 9 .2 8 月分 【年間約1 0 億円の経費節減】

・退職時特別昇給の廃止(H 1 7 .1 およびH 1 8 .1 )
最大２号→廃止 【年間約2 .4 億円の経費節減】
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〔別紙〕
◇一部達成及び未達成項目一覧 計１５項目

【一部達成：1 4 項目】
○県民サービスの向上
・各警察署における運転免許証の即日交付の実施

○公共事業の見直し
・事前・途中・事後の各段階における評価を踏まえた事業の重点化
及び効率化

○公営企業の見直し
・長崎魚市場、港湾施設整備、流域下水道、港湾整備事業の経営健
全化の推進

○未利用地の有効活用と未売却用地の売却促進
・未利用地の有効活用と未売却用地の売却促進
・未売却用地の実勢価格評価による資産状況の明示

○未収金の回収促進

○県出資団体等の見直し
・県出資団体の見直し方針の策定およびその方針に基づく見直しの実施
・長崎県林業公社と対馬林業公社の経営健全化

○地方機関の再編整備
・消費生活センターのあり方検討
・農業大学校（効果的な活用）
・各種公共事業関係地方機関の再編統合検討

○意思決定の迅速化
・組織のフラットの検討

○成績主義の導入

○女性職員の更なる登用

【未達成：1項目】
○公共施設の見直し
・長崎交通公園、県有墓地の長崎市への移管


